










































































(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 10,896 7,205

受取配当金 2,827 3,217

為替差益 61,579 39,430

物品売却益 ※4  61,050 ※4  67,395

受取手数料 16,480 7,747

雑収入 28,656 20,084

営業外収益合計 ※6  181,490 ※6  145,082

営業外費用   

支払利息 34,132 19,470

雑損失 242 4,512

営業外費用合計 34,374 23,982

経常利益 382,085 390,833

特別利益   

賞与引当金戻入額 － 17,453

固定資産売却益 19 80

特別利益合計 19 17,534

特別損失   

固定資産売却損 － 232

固定資産除却損 ※5  2,425 ※5  405

投資有価証券評価損 1,746 245

債務保証損失引当金繰入額 － 188,971

関係会社株式評価損 － 333,103

退職給付制度終了損 15,234 －

特別損失合計 19,405 522,958

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 362,699 △114,590

法人税、住民税及び事業税 157,281 151,920

過年度法人税等 － 17,458

法人税等調整額 8,472 9,918

法人税等合計 165,753 179,298

当期純利益又は当期純損失（△） 196,945 △293,889
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(3)【株主資本等変動計算書】 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 603,900 603,900

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 603,900 603,900

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 393,400 393,400

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 393,400 393,400

その他資本剰余金   

前期末残高 65,000 65,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 65,000 65,000

資本剰余金合計   

前期末残高 458,400 458,400

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 458,400 458,400

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 65,120 65,120

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 65,120 65,120

その他利益剰余金   

特別償却準備金   

前期末残高 6,394 －

当期変動額   

特別償却準備金の取崩 △6,394 －

当期変動額合計 △6,394 －

当期末残高 － －

別途積立金   

前期末残高 3,080,000 3,280,000

当期変動額   

別途積立金の積立 200,000 200,000

当期変動額合計 200,000 200,000

当期末残高 3,280,000 3,480,000
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 413,836 379,527

当期変動額   

特別償却準備金の取崩 6,394 －

別途積立金の積立 △200,000 △200,000

剰余金の配当 △37,648 △42,346

当期純利益又は当期純損失（△） 196,945 △293,889

当期変動額合計 △34,308 △536,235

当期末残高 379,527 △156,708

利益剰余金合計   

前期末残高 3,565,350 3,724,647

当期変動額   

特別償却準備金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △37,648 △42,346

当期純利益又は当期純損失（△） 196,945 △293,889

当期変動額合計 159,297 △336,235

当期末残高 3,724,647 3,388,411

自己株式   

前期末残高 △28,400 △28,917

当期変動額   

自己株式の取得 △517 △20

当期変動額合計 △517 △20

当期末残高 △28,917 △28,938

株主資本合計   

前期末残高 4,599,250 4,758,030

当期変動額   

剰余金の配当 △37,648 △42,346

当期純利益又は当期純損失（△） 196,945 △293,889

自己株式の取得 △517 △20

当期変動額合計 158,779 △336,256

当期末残高 4,758,030 4,421,773
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 28,473 10,766

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △17,707 7,975

当期変動額合計 △17,707 7,975

当期末残高 10,766 18,741

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △118,016 △74,513

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 43,502 △82,407

当期変動額合計 43,502 △82,407

当期末残高 △74,513 △156,920

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △89,542 △63,747

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25,795 △74,432

当期変動額合計 25,795 △74,432

当期末残高 △63,747 △138,179

純資産合計   

前期末残高 4,509,708 4,694,283

当期変動額   

剰余金の配当 △37,648 △42,346

当期純利益又は当期純損失（△） 196,945 △293,889

自己株式の取得 △517 △20

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25,795 △74,432

当期変動額合計 184,574 △410,688

当期末残高 4,694,283 4,283,594
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該当事項はありません。 

  

  

(4)【継続企業の前提に関する注記】

(5)【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式

  移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

  決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法

  (評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しておりま

す。)

(1) 子会社株式

同左

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

同左 

 

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

  時価のないもの

同左

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

 時価法

デリバティブ

同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品・製品・仕掛品・原材料

移動平均法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下

による簿価切下げの方法により算

定しております。）

(2) 貯蔵品

  最終仕入原価法

（会計方針の変更）
 当事業年度より、「棚卸資産の評
価に関する会計基準」（企業会計基
準第９号 平成18年７月５日公表
分）を適用しております。 
 この変更に伴い営業利益、経常利
益及び税引前当期純利益は、それぞ
れ2,236千円減少しております。

(1) 商品・製品・仕掛品・原材料

同左 

  

 

 

(2) 貯蔵品

同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

 

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。

  ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(附属設備は除く)につい

ては定額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物 17年～31年

機械及び装置 ５年～10年

車両運搬具 ４年～６年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  ソフトウェア(自社利用)について

は、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用しており

ます。

(2) 無形固定資産

同左

42

㈱ヒガシマル(2058)　平成22年３月期決算短信



項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、原則として

期末日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理して

おります。

        同左

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員賞与の支給に充てるため、

支給見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金
─

─

（追加情報）

 当社は、確定拠出年金法の施行に

伴い、平成20年10月１日に適格退職

年金制度から確定拠出年金制度に移

行し、「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」（企業会計基準適

用指針第１号）を適用しました。 

 本移行に伴い、「退職給付制度終

了損」として、特別損失に15,234千

円を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金
同左

─ (4) 債務保証損失引当金

  関係会社への債務保証に係る損失

に備えるため、被保証者の財政状態

を勘案し、個別に必要と認められる

額を計上しております。
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項目
前事業年度

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

７ ヘッジ会計の処理 (1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、振当処理の要件を満たし

ている為替予約取引等については振

当処理によっております。

(1) ヘッジ会計の方法

       同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段) 

 為替予約取引等

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段) 

       同左

  (ヘッジ対象) 

 原材料輸入による外貨建買入債務 

 及び外貨建予定取引

  (ヘッジ対象) 

      同左

(3) ヘッジ方針 

 デリバティブ取引に関する社内規

定に基づき、外貨建輸入取引に係る

将来の為替相場変動リスクをヘッジ

することを目的とする場合に、為替

予約取引等を行っております。

(3) ヘッジ方針

       同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象が同一通

貨であることから、為替相場の変動

によるキャッシュ・フロー変動を完

全に相殺するものと想定されるた

め、有効性の評価は省略しておりま

す。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

       同左

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理 

      同左

(6)【重要な会計方針の変更】

【表示方法の変更】

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

  至 平成21年３月31日）

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日)

（貸借対照表関係） 

 前事業年度において固定負債の「その他」に含めてお

りました「長期預り保証金」は、当事業年度において負

債純資産の合計額の100分の１を超えることとなったた

め、当事業年度から区分掲記することといたしました。 

 なお、前事業年度の「長期預り保証金」は、78,051千

円であります。

─

44

㈱ヒガシマル(2058)　平成22年３月期決算短信



 
  

 
  

(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成21年３月31日)

当事業年度 
(平成22年３月31日)

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。

 (イ)担保に供している資産

建物 852,901千円

土地 1,677,647

計 2,530,548

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。

 (イ)担保に供している資産

建物 815,465千円

土地 1,677,647

計 2,493,113

 

 (ロ)上記に対応する債務

短期借入金 1,670,000千円

長期借入金 114,796

(１年内返済予定の長期借入金を含む)

計 1,784,796
 

 (ロ)上記に対応する債務

短期借入金 1,610,000千円

長期借入金 40,000

(１年内返済予定の長期借入金を含む)

計 1,650,000

※２ 過年度に取得した資産のうち国庫補助金による圧

縮記帳額は、機械及び装置14,430千円であり、貸借

対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除しておりま

す。

※２ 国庫補助金による圧縮記帳額は、機械及び装置

24,430千円であり、貸借対照表計上額はこの圧縮記

帳額を控除しております。 

 なお、当事業年度において有形固定資産の取得価

額から控除している圧縮記帳額は10,000千円であり

ます。

 ３ 偶発債務 

   下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っております。
HIGASHIMARU VIETNAM  
CO.,LTD

374,585千円

 ３ 偶発債務 

   下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っております。
HIGASHIMARU VIETNAM 
CO.,LTD

475,731千円

(損益計算書関係)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日)

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日)

 

※１ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 22,000千円
 

※１ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 20,560千円

 

※２ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 10,256千円

※２          ─

 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開 

  発費

173,188千円
 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開 

  発費

169,169千円

※４ 物品売却益は試験研究魚の売却収入であります。 ※４          同左

 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま 

  す。

建物 678千円

機械及び装置 1,232

車両運搬具 0

工具、器具及び備品 513

計 2,425
 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま 

  す。

建物 138千円

機械及び装置 23

車両運搬具 222

工具、器具及び備品 22

計 405

 

※６ 営業外収益に含まれる関係会社取引

21,171千円
 

※６ 営業外収益に含まれる関係会社取引

15,455千円
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(注) 自己株式の普通株式の株式数の増加809株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

 
(注) 自己株式の普通株式の株式数の増加33株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末 
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 40,000 809 ─ 40,809

当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末 
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 40,809 33 ─ 40,842

(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引

 リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

機械及び装置 
(千円)

取得価額相当額 53,216

減価償却累計額相当額 27,767

期末残高相当額 25,449

 

機械及び装置 
(千円)

取得価額相当額 53,216

減価償却累計額相当額 34,405

期末残高相当額 18,811

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 6,929千円

１年超 19,561

合計 26,490
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 4,283千円

１年超 15,278

合計 19,561

 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 7,443千円

減価償却費相当額 6,638千円

支払利息相当額 724千円
 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 7,443千円

減価償却費相当額 6,638千円

支払利息相当額 514千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。
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子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式 

 
 子会社株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるもので

あります。また、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

 
  

(有価証券関係)

前事業年度（平成21年３月31日）

当事業年度（平成22年３月31日）

区分 貸借対照表計上額(千円)

子会社株式 0

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成21年３月31日)

当事業年度 
(平成22年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  (繰延税金資産)

賞与引当金 30,884千円

役員退職慰労引当金 182,022

未払事業税 10,843

繰延ヘッジ損益 49,057

その他 88,938

 繰延税金資産小計 361,746

評価性引当額 △218,674

 繰延税金資産合計 143,072

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  (繰延税金資産)

賞与引当金 33,071千円

役員退職慰労引当金 184,380

未払事業税 6,129

繰延ヘッジ損益 103,312

子会社株式評価損 132,242

債務保証損失引当金 75,021

その他 81,643

繰延税金資産小計 615,801

評価性引当額 △428,393

繰延税金資産合計 187,408

 

  (繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △7,088千円

 繰延税金負債合計 △7,088

 繰延税金資産の純額 135,984

  

  (繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △12,338千円

繰延税金負債合計 △12,338

繰延税金資産の純額 175,069

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率 39.7％

  (調整)

  交際費等永久に損金に算入されない
  項目

1.6

  住民税均等割等 3.1

  評価性引当額の増減 0.8

  その他 0.5

   税効果会計適用後の法人税等
   の負担率

45.7

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 39.7％

 (調整)

 交際費等永久に損金に算入されない
 項目

△4.3

 住民税均等割等 △4.9

 過年度法人税等 △4.6

 評価性引当額の増減 △183.0

 その他 0.6

  税効果会計適用後の法人税等
  の負担率

△156.5
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

 
  

(企業結合等関係)

前事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）

当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 997円68銭 １株当たり純資産額 910円40銭

１株当たり当期純利益 41円86銭 １株当たり当期純損失 62円46銭

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△）

(千円)
196,945 △293,889

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益又は当

期純損失（△）(千円)
196,945 △293,889

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,705 4,705

(重要な後発事象)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日)

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日)

該当事項はありません。 同左
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

6. その他

(1) 役員の異動

(2) その他
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